
本 年 度 末 前 年 度 末 増         減

12,912,079,989 13,944,978,653 △ 1,032,898,664

11,184,107,011 11,081,227,172 102,879,839

3,714,467,140 3,711,049,140 3,418,000

6,261,831,142 6,165,560,959 96,270,183

416,194,344 416,537,635 △ 343,291

236,134,234 251,092,520 △ 14,958,286

68,567,069 83,716,769 △ 15,149,700

15,047,916 4,741,930 10,305,986

446,229,615 444,305,459 1,924,156

25,635,551 4,222,760 21,412,791

0 0 0

1,727,972,978 2,863,751,481 △ 1,135,778,503

566,720 566,720 0

2,393,408 2,393,408 0

5,926,502 6,336,053 △ 409,551

1,540,792,363 1,147,627,286 393,165,077

27,529,823 1,561,354,223 △ 1,533,824,400

20,460,800 18,397,200 2,063,600

119,259,750 113,668,000 5,591,750

9,864,200 9,864,200 0

1,033,766 3,492,651 △ 2,458,885

145,646 51,740 93,906

4,062,532,022 3,077,819,690 984,712,332

3,594,830,989 2,400,906,370 1,193,924,619

297,510,218 495,577,046 △ 198,066,828

11,986,170 23,919,182 △ 11,933,012

4,492,400 3,477,400 1,015,000

11,415,000 12,741,500 △ 1,326,500

4,306,199 2,547,992 1,758,207

523,760 1,031,340 △ 507,580

858,285 4,479,848 △ 3,621,563

8,625,428 8,555,633 69,795

127,983,573 124,583,379 3,400,194

16,974,612,011 17,022,798,343 △ 48,186,332

構 築 物

教 育 研 究 用 機 器 備 品

長 期 貸 付 金

長 期 奨 学 貸 付 金

収 益 事 業 元 入 金

預 託 金

現 金 預 金

資 産 の 部 合 計

未 収 入 金

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

仮 払 金

短 期 奨 学 貸 付 金

預 り 金 引 当 資 産

有 価 証 券

特 定 資 産

医 療 用 機 器 備 品

立 替 金

前 払 金

有 価 証 券

　貸　　　借　　　対　　　照　　　表　

平成30年3月31日

（単位　円）

　資　産　の　部
科　　　　　　　　　目

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

そ の 他 の 固 定 資 産

借 地 権

電 話 加 入 権

流 動 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

差 入 保 証 金

車 両

図 書

管 理 用 機 器 備 品

長 期 前 払 金



　負　債　の　部
本 年 度 末 前 年 度 末 増         減

1,918,091,006 1,551,346,778 366,744,228

640,080,000 275,040,000 365,040,000

25,715,446 33,269,470 △ 7,554,024

1,252,295,560 1,243,037,308 9,258,252

970,141,719 1,267,923,563 △ 297,781,844

89,960,000 324,960,000 △ 235,000,000

275,113,886 356,737,731 △ 81,623,845

423,373,800 408,376,850 14,996,950

181,694,033 177,848,982 3,845,051

2,888,232,725 2,819,270,341 68,962,384

　純 資 産 の 部
本 年 度 末 前 年 度 末 増         減

基　本　金 21,586,395,372 21,793,442,809 △ 207,047,437

21,241,395,372 21,448,442,809 △ 207,047,437

345,000,000 345,000,000 0

△ 7,500,016,086 △ 7,589,914,807 89,898,721

△ 7,500,016,086 △ 7,589,914,807 89,898,721

14,086,379,286 14,203,528,002 △ 117,148,716

16,974,612,011 17,022,798,343 △ 48,186,332

11,540,450,204

3,100,733

　

第 ４ 号 基 本 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

　純　資　産　の　部　合　計

          ４．徴収不能引当金の合計額 円

（注記）　１．重要な会計方針

　　　　　　（１）引当金の計上基準

　　　　　　　・徴収不能引当金

                  未収入金・貸付金の徴収不能に備えるため、過去の徴収不能実績率等に基づき見積

                  もった徴収不能見込額を計上している。

　　　　　　　・退職給与引当金

　　　　　　　　　退職金の支給に備えるため、期末要支給額
1,320,272,600

円を基にして、1,349,621,800

          ３．減価償却額の累計額の合計額

　　　　　２．重要な会計方針の変更等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし

　　　　　　（２）その他の重要な会計方針

円

科　　　　　　　　　目

固 定 負 債

　　　　　　　・外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準

　　　　　　　・有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　外貨建長期金銭債権債務については、取得時又は発生時の為替相場により円換算
　　　　　　　　している。
　　　　　　　・預り金その他経過項目に係る収支の表示方法
　　　　　　　　　前期末残高は、預り金支払支出・仮払金回収収入・立替金回収収入として、
　　　　　　　　当期末残高は、預り金受入収入・仮払金支払支出・立替金支払支出としている。

　　　　　　　　私立大学退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入れ調整額を
　　　　　　　　加減した金額の100％を計上している。

　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法である。

未 払 金

　繰　越　収　支　差　額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

前 受 金

預 り 金

流 動 負 債

第 １ 号 基 本 金

負 債 の 部 合 計

科　　　　　　　　　目

短 期 借 入 金

　　　　　　　　　外貨建短期金銭債権債務については、期末時の為替相場により円換算しており、

退 職 給 与 引 当 金

長 期 未 払 金

長 期 借 入 金



152,644.14 1,404,231,956
39,850.83 4,840,448,607

　　　　　６．翌年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額
838,020,422

　　　　　７．当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合の

　　　　　　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

（１）有価証券の時価情報
① 総括表 （単位　円）

② 明細表 （単位　円）

　　　　　（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている

　　所有権移転外ファイナンス・リースは、次のとおりです。
　　平成21年４月１日以降に開始したリース取引

リース総額 未経過リース料期末残高
13,996,320 6,188,096
26,313,288 14,638,050
1,723,680 1,559,520
5,399,280 2,886,216

円円
円
円
円

円
円
円

　　　　　５．担保に供されている資産の種類及び額
　　　　　　担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

㎡ 円
㎡ 円延建　物

土　地

(300,000,000) (308,322,000) (8,322,000)

　　　　　８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　時価が貸借対照表計上額を
　超えるもの

当 年 度（平成 30 年 3 月 31 日）

貸借対照表
計　上　額

時　　　価 差　　　額

317,394,050 331,836,804 14,442,754

1,222,704,512 1,114,393,510 △ 108,311,002

（うち満期保有目的の債券）

　時価が貸借対照表計上額を
　超えないもの

（うち満期保有目的の債券）

　有価証券　合　計 1,545,098,562

(1,008,735,618) (920,096,046) (△ 88,639,572)

5,000,000　時価のない有価証券

合　　　計 1,540,098,562 1,446,230,314 △ 93,868,248
（うち満期保有目的の債券） (1,308,735,618) (1,228,418,046)

192,815,300 175,144,200 △ 17,671,100

　貸付信託 0 0 0

(△ 80,317,572)

　債　券 1,308,735,618 1,228,418,046 △ 80,317,572

　株　式 38,547,644 42,668,068 4,120,424

種　　　類
貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

当 年 度（平成 30 年 3 月 31 日）

　　　　　　その旨と対策

リース物件の種類
　　　教育研究用機器備品
　　　医療用機器備品
　　　管理用機器備品
　　　車　　　　両

円

　時価のない有価証券 5,000,000

　有価証券合計 1,545,098,562

　その他 0 0 0

　合　計 1,540,098,562 1,446,230,314 △ 93,868,248

　投資信託



（３）関連当事者との取引
　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

　　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　当法人は借入金に対して理事長谷口和彦より債務保証を受けている。なお、保証料の支払いは行っていない。

役員の
兼任等

事業上
の関係

理事長 谷口 和彦 － － － － －
債務

被保証
当法人の借入に
対する被保証 200,000,000円 － －

関係内容

取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高
議決権の
所有割合

属　性
役員、法人
等の名称

住　所
資本金又
は出資金

事業内容又
は職業


